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市民 事業者

職員 その他

担当課 教育総務課

予算区分（款-項-目-中事業） 9-1-1-4 教育委員会事務事業

（中事業名） 教育委員会事務事業 決算書ページ 191 194 一般

基本目標 子どもが元気に育つまち

政策 妊娠から出産・子育てまでの切れ目のない支援

施策 子どもたち一人ひとりに応じた支援体制の推進

開始年度 平成３０年頃

終了予定年度 年度 　未定 市民・民間事業者との連携協働の可能性 両者と協働不可

根拠法令等

関連計画 長久手市教育振興基本計画

アウトプット（詳細はⅡへ） アウトカム（詳細はⅢへ）

②活動指標 ③中間成果 ④最終成果

【対象】

　対象の数： 約750人

【事業内容】

（成果指標名）

【アクションプラン指標】 基準値 3 目標値 3 3 3 3 3

目標値 3 実績 3

基準値 目標値

目標値 実績

基準値 目標値

目標値 実績

基準値 目標値

目標値 実績

　各年度の取組、改善したこと。目標が達成できなかった場合はその理由

令和７年度長久手市行政評価票（Ａ票：事業評価票） 対象年度 令和６年度

事業番号 27 事業名
保幼小中交流事業

総
合
計
画

そ
の
他

①事業概要

（どんな取組を行うのか） （取組の進捗をはかるもの。
　また、それがどうなるのか）

（①【対象】がどのような
状態に変わるのか）

（大事業の将来像）

適切な就学先へつなげる。

相互の現場の状況を理解し、指導
に生かすため、保育士や幼稚園教
諭と小学校教員の情報交換会を行
います。また、就学や進学に向け
た不安を解消するため、新入学児
童生徒が学校を見学する機会を設
けます。

適切な就学先へつなげた割合

活動指標名 単位
基準値（2023年）
目標値（2028年）

※AP指標のみ
区分

R6(2024)
年度

R7(2025)
年度

R8(2026)
年度

R9(2027)
年度

R10(2028)
年度

1 回
情報交換会実施回数（単年）

2

3

4

事業開始
の背景

・小学校1年生が幼稚園や保育園との違いに適応できず、授業や集団行動に馴染まず、不登校になるケースが生じていたことから、保育
園・幼稚園と連携し、スムーズに移行できるように取り組むこととした。

Ｒ
６

・進学後のイメージを持ってもらえるよう、希望者には随時小学校
見学・中学校見学を行った。
・小学校の教員が保育園を年１回見学し、保育園の保育士が学校を
年１回見学した。
・学校、保育園、関連する幼稚園と年２回情報交換会を開催し、保
育園とはさらに１回情報交換会を開催している。

Ｒ
７

Ｒ
８

Ｒ
９

Ⅰ
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報
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業
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・
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的

【アクションプラン指標】
情報交換会の実施回数

【その他の指標】
－

大
事
業
共
通

児童生徒全員が楽しく学校に
通学できるようになる。

Ⅱ

　
活
動
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況
（
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
詳
細
）

活
動
指
標

エ
ピ
ソ
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ド
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R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度

成果指標名（中間成果をはかるもの） 単位 成果指標の推移と目標

【現状】

100 100 100 100 100

成果達成状況 指標目標値の根拠

Ａ.想定より良い　Ｂ.想定どおり　Ｃ.どちらともいえない

Ｄ.想定を下回っている

評価の理由、分析

今後の方向性 今後の方向性の理由

Ａ.拡充　Ｂ.現状維持

Ｃ.縮小　Ｄ.廃止

改善ポイント

（成果指標を踏まえ、総合計画基本目標達成のため、必要性、有効性、効率性、公平性、歳入確保の観点等から見直しの余地のある取組を記入）

見直し

可能年度

R8年度の費用（R7年度比） （単位：千円） R5(2023)年度 R6(2024)年度 R7(2025)年度

Ａ.拡充　Ｂ.現状維持 予算 決算 予算 決算 予算

Ｃ.縮小　Ｄ.廃止 315,589 299,675 430,667 410,351 478,133

理由 合計額 9,351 8,426 39,490 24,902 31,068

（内　国費） 1,015 935 1,336 1,128 1,540

（内　県費） 8,296 7,400 26,016 23,774 26,498

（内　諸収入） 0 0 0 0 0

（内　その他） 40 91 12,138 0 3,030

一般財源 306,238 291,249 391,177 385,449 447,065

積算額 R7年度予算の内訳　＜細々節名、　予算額、（R6年度予算額）＞

適切な就学先へつなげた割合 ％

Ｂ

就学相談があった児童について、保護者との面談を重ね
ながら、年２回開催する教育支援委員会において協議
し、適切な就学先へつなげる。

適宜、就学相談を行い、就学先に関する情報を提供し、適切な就学先につなげることができた。

Ｂ 現在でも適切な就学先につなげることができているため

見直しの余地のある取組名
見直しの
方向性

理由及び具体的な見直しの内容

1 教育支援委員会

　拡充
　改善
　縮小
　廃止

専門的な見地から児童生徒の学びの場について検討できるよう、教育支援委員会に発達
障害を専門とする医師や心理師を招へいする。

2

　拡充
　改善
　縮小
　廃止

3

　拡充
　改善
　縮小
　廃止

Ｂ 事業費

特
定
財
源必要となるのは職員の人件費のみのため
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なし 地域クラブ運営業務委託 53,267千円（33,626千円）
会計年度任用職員報酬 189,137千円（175,384千円）
要保護及び準要保護児童生徒扶助費 40,905千円（36,365千円）
会計年度任用職員期末手当 38,610千円（35,595千円）
会計年度任用職員勤勉手当 32,432千円（29,782千円）
消耗品費 1,950千円（789千円）
看護師派遣委託 4,781千円（3,812千円）
口座振替手数料 1,426千円（717千円）
外国語指導助手派遣業務委託 12,830千円（12,300千円）
高等学校等入学支援金 7,700千円（7,200千円）
オンラインサービス使用料 1,236千円（789千円）
特別支援学級児童生徒扶助費 3,022千円（2,614千円）
自動車借上料 10,432千円（10,026千円）
通信運搬費 645千円（291千円）
児童生徒日本語教育支援事業委託 1,628千円（1,320千円）
教職員勤怠管理システム使用料 925千円（800千円）
校外学習施設使用料 137千円（55千円）
地域活動開放管理委託 400千円（321千円）
部活動検討委員会委員報償金 146千円（88千円）
普通旅費 161千円（116千円）
印刷製本費 161千円（149千円）
産業医報償金 1,643千円（1,640千円）
全国都市教育長協議会定期総会負担金 17千円（15千円）
除草業務委託 54千円（53千円）
東海北陸都市教育長会定期総会負担金 9千円（8千円）
教育委員会委員報酬 1,824千円（1,824千円）
災害補償費 1千円（1千円）
教育委員会事務点検評価委員報償金 30千円（30千円）
愛知県尾東音楽コンクール賞品 6千円（6千円）
いじめ問題対策連絡協議会委員報償金 22千円（22千円）
教育支援アドバイザー報償金 0千円（0千円）
学校巡回弁護士報償金 660千円（660千円）
費用弁償 160千円（160千円）
会計年度任用職員旅費 80千円（80千円）
教育委員会教育長交際費 120千円（120千円）
食糧費 14千円（14千円）
害虫対策手数料 216千円（216千円）
現職教育協議会委託 1,956千円（1,956千円）
Ｂ型肝炎検査委託 55千円（55千円）
県委託事業等委託 270千円（270千円）

長久手の教育作成委託 66千円（66千円）
駐車場使用料 2千円（2千円）
道路通行料 26千円（26千円）
校務支援ソフト賃借料 697千円（697千円）
学校口座振替処理システム使用料 441千円（441千円）
小中学校緊急修繕工事 6,500千円（6,500千円）
小中学校校舎等補修工事 900千円（900千円）
県中小学校体育連盟愛知地区負担金 847千円（847千円）
市町村教育委員会連合会負担金 18千円（18千円）
尾張部都市教育長協議会負担金 10千円（10千円）
愛知地区教育研究会負担金 74千円（74千円）
児童生徒引率派遣負担金 737千円（737千円）
東海北陸都市教育長協議会負担金 10千円（10千円）
全国都市教育長協議会負担金 21千円（21千円）
県都市教育長協議会負担金 2千円（2千円）
愛知地区学校保健会負担金 191千円（192千円）
４市町ＳＳＷ意見交換会講師報償金 0千円（5千円）
感謝状等筆耕委託 0千円（5千円）
愛知地区スクールソーシャルワーカー研修会負担金 0千円（5千円）
授業目的公衆送信補償金 991千円（997千円）
就学健診用医療機器レンタル料 134千円（144千円）
小中学校環境衛生検査手数料 1,214千円（1,226千円）
スクールソーシャルワーカー基礎研修負担金 0千円（15千円）
心の教室相談員報償金 3,123千円（3,141千円）
尾張東部教科用図書採択協議会分担金 0千円（18千円）
愛日地方教育事務協議会負担金 235千円（255千円）
検便手数料 100千円（130千円）
いじめ問題専門委員会委員報酬 283千円（319千円）
就学時健診医師等報償金 1,069千円（1,113千円）
教育委員会管理用備品 0千円（50千円）
日本スポーツ振興センター負担金 6,083千円（6,140千円）
就学時健診委託 218千円（280千円）
特別旅費 131千円（207千円）
会計年度任用職員通勤費 3,420千円（3,501千円）
ジブリパーク入場料 0千円（120千円）
教職員健診委託 7,056千円（7,214千円）
ＩＣＴ活用支援事業委託 5,742千円（8,316千円）
瀬戸特別支援学校負担金 9,681千円（14,813千円）
中学校部活動等負担金 300千円（9,427千円）


